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第4項 予 備 費 20,000,000 0 00 0

第3項 特 別 損 失 24,994,000 △ 1,000,000 0 0

0

0

第2項 営 業 外 費 用 378,685,000 △ 27,069,000 0 0

0

△ 403,412,000

第1項 営 業 費 用 9,871,064,000 △ 375,343,000 0 0

0 0 0

当初予算額 補正予算額

0

円 円 円 円 円

予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企業法
第24条第３項の
規 定 に よ る
支 出 額

支　　　出

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　

第3項 特 別 利 益 5,000 0

第2項 営 業 外 収 益 677,168,000 71,162,000 0

第1項 営 業 収 益 10,928,083,000 △ 78,363,000 0

円

11,605,256,000 △ 7,201,000 0

円

１ 令 和 ６ 年 度 宇 都 宮 市

第1款 水 道 事 業 費 10,294,743,000

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第 24条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額

（１）　収益的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額

第1款 水 道 事 業 収 益

円
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20,000,000 　0 20,000,000 0 0

179,516

3,421,523
（うち，仮払消費税及び仮払
　地方消費税 707,440円）

20,000,000

0 351,616,000351,616,000 351,436,484 0

0 23,994,000 20,572,477 023,994,000

9,255,009,408 0 240,711,592
（うち，仮払消費税及び仮払
　地方消費税　337,588,184
　円）

9,495,721,000

9,891,331,000 0 9,891,331,000

0 9,495,721,000

円 円

264,312,63109,627,018,369

小　　　計

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

合　　　計

円 円 円

不　用　額

円

（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税 48,444円）

　　　　　　額

決　算　額

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

備　　　　　考

719,778,525 △ 28,551,475
（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税 979,451円）
（うち，消費税及び地方消費税還付額　 93,091,339円）

5,000 3,419,109 3,414,109

10,849,720,000 10,808,399,695 △ 41,320,305 （うち，仮受消費税及び仮受地方消費税 927,253,494円）

748,330,000

11,598,055,000 11,531,597,329

円 円 円

水 道 事 業 決 算 報 告 書

△ 66,457,671

備　　　　　　　　　　　　　　　　考
合　　　計

決　算　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減
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計

予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　額

0

2,000 0 2,000 0

3,637,674,655 円

１　決算額において，資本的収入額が資本的支出額に不足する額 5,547,241,875 円は，次のとおり補てん

第3項 諸 支 出 金 10,001,000 0 010,001,000 0

590,239,835 円

した。

1,319,327,385 円

0

0

0 9,410,960,000

0 02,230,251,000

7,170,708,000 4,455,134,000 0第1項 建 設 改 良 費 8,142,538,000 △ 971,830,000

資 本 的 支 出

当初予算額 補正予算額
流 用
増減額

円
10,382,790,000 △ 971,830,000 4,455,134,000

円 円

地方公営企業法
第 26 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

小　　　計

第5項 工 事 負 担 金 436,346,000 △ 227,801,000 208,545,000 230,486,865

△ 6,100,000 58,000,000 0

44,684,000 △ 4,667,000 40,017,000 0

64,100,000

0

2,893,300,0004,175,100,000

5,212,895,000 △ 671,171,000
円円 円

4,541,724,000

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26条
の規定による繰越額に
係 る 財 源 充 当 額

（２）　資本的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　

25,497,000 60,060,000

△ 458,100,000

資 本 的 収 入

国 庫 補 助 金

円
3,123,786,865

出 資 金

第2項

企 業 債

支　　　出

第3項

第1款

区　　　　　　　分

第6項 固定資産売却代金

（１）当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

第1項

第4項 他 会 計 負 担 金

34,563,000

4,633,200,000

第1款

（２）減債積立金取り崩し額

（３）過年度分損益勘定留保資金

円

5,547,241,875 円

円 円

第2項 企 業 債 償 還 金 2,230,251,000 00
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円 円

円 円

円

円

円

（１）水道建設費

　　　負担金 63,466,800 未借入企業債

29,300,000

2,380,700,000

37,493,500      当年度分損益勘定留保資金

備　　　　考

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額
合　　　計

継 続 費
逓 次
繰 越 額

8,078,703,607

決　算　額

0

13,866,094,000

11,625,842,000 3,228,566,600

0
 

（うち，仮払消費税及
　び仮払地方消費税
　712,386,814円）

2,230,250,648 0 352

318,571,7933,228,566,600

△ 2,000

0

0 2,000 0

10,000,463 0 537010,001,000 0

2,230,251,000

円
 

円
318,572,6823,228,566,60010,318,954,718

合　　　計

0

0

3,228,566,600
円円 円

地方公営企業法第
26条の規定による
繰 越 額

40,017,000

△ 101,540,982
（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税
　27,002,888円）

　

439,031,865 337,490,883

43,039,960 3,022,960

0 28,500,000

0

 

58,000,000

60,060,000

　

30,682,000 △ 29,378,000

円
△ 2,893,798,0224,771,712,843

4,332,000,0007,068,400,000 △ 2,736,400,000

円 円
0 7,665,510,865

備　　　　　　　　　　　　考継 続 費 逓 次
繰越額に 係る
財 源 充 当 額

合　　　計

　額

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

0

0

円

円

21,900,000

（２）水道改良費

△ 29,500,000  

２　建設改良費の翌年度繰越額 3,228,566,600円は，次のとおり財源として充当する。

国庫補助金

出資金

負担金 25,815,974

当年度分損益勘定留保資金 669,890,326
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（単位：円）

１

(1) 8,551,566,713

(2) 1,045,867,068

(3) 283,712,420 9,881,146,201

２

(1) 1,749,347,110

(2) 950,623,897

(3) 469,281,283

(4) 646,301,540

(5) 658,052,119

(6) 4,334,540,157

(7) 109,275,118 8,917,421,224

963,724,977

３

(1) 2,972,330

(2) 800,000

(3) 610,045,951

(4) 12,491,084 626,309,365

４

(1) 348,487,398   

(2) 3,924,138 352,411,536 273,897,829

1,237,622,806

５

(1) 601,383

(2) 2,769,282 3,370,665

６

(1) 1,551,721

(2) 資 産 減 耗 費 18,313,316 19,865,037 △ 16,494,372

1,221,128,434

0

その他未処分利益剰余金変動額 1,319,327,385

2,540,455,819

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

受 取 利 息

過年度損益修正損

他 会 計 負 担 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

長 期 前 受金 戻入

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

その他の営業収益

営 業 費 用

源 浄 水 費

配 水 費

給 水 費

業 務 費

当年度未処分利益剰余金

過年度損益修正益

引 当 金 戻 入

２　 令 和 ６ 年 度 宇 都 宮 市 水 道 事 業 損 益 計 算 書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

他 会 計 負 担 金
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資 本 金

受 贈 財 産
評 価 額

そ の 他 資 本
剰 余 金

資本剰余金
合　　　　　計

前年度末残高 66,704,589,216 119,428,178 84,938,599 204,366,777

前年度処分額 1,782,419,359 0 0 0

議会の議決による処分額 1,782,419,359 0 0 0

資本金への組入れ 1,782,419,359 0 0 0

減債積立金への積立て 0 0 0 0

68,487,008,575 119,428,178 84,938,599 204,366,777

当年度変動額 28,500,000 0 0 0

減債積立金の取崩し 0 0 0 0

一般会計出資金の受入 28,500,000 0 0 0

一般会計出資金の返還 0 0 0 0

受贈財産 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0

当年度末残高 68,515,508,575 119,428,178 84,938,599 204,366,777

 （単位：円）

資 本 金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 68,515,508,575 204,366,777 2,540,455,819

議会の議決による処分額 1,319,327,385 0 △ 2,540,455,819

1,319,327,385 0 △ 1,319,327,385

0 0 △ 1,221,128,434

（繰越利益剰余金）

処分後残高 69,834,835,960 204,366,777 0

減債積立金への積立て

４　 令 和 ６ 年 度 宇 都 宮 市 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書　（案）

３   令 和 ６ 年 度 宇 都 宮 市 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

　　　　　　（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

 

資本金への組入れ

資　　本　　剰　　余　　金

処分後残高

資 本 金
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（単位：円）

減債積立金
建 設 改 良
積   立   金

未処分利益
剰   余   金

利益剰余金合計

1,319,327,385 89,370,454 3,083,277,809 4,491,975,648 71,400,931,641

1,300,858,450 0 △ 3,083,277,809 △ 1,782,419,359 0

1,300,858,450 0 △ 3,083,277,809 △ 1,782,419,359 0

0 0 △ 1,782,419,359 △ 1,782,419,359 0

1,300,858,450 0 △ 1,300,858,450 0 0

（繰越利益剰余金）

2,620,185,835 89,370,454 0 2,709,556,289 71,400,931,641

△ 1,319,327,385 0 2,540,455,819 1,221,128,434 1,249,628,434

△ 1,319,327,385 0 1,319,327,385 0 0

0 0 0 0 28,500,000

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 1,221,128,434 1,221,128,434 1,221,128,434

（当年度未処分利益剰余金）

1,300,858,450 89,370,454 2,540,455,819 3,930,684,723 72,650,560,075

資本合計
利　益　剰　余　金

剰　余　金
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（単位：円）

１

(1)

イ 2,245,858,528

ロ 339,020

ハ 3,708,430,656

△ 2,266,132,518 1,442,298,138

ニ 167,183,666,763

△ 88,426,852,248 78,756,814,515

ホ 19,893,894,129

△ 10,303,383,666 9,590,510,463

ヘ 58,918,159

△ 45,506,368 13,411,791

ト 245,019,096

△ 180,810,074 64,209,022

チ 2,556,706,196

94,670,147,673

(2)

イ 7,639,194,855

ロ 1,333,253,453

ハ 5,593,877

8,978,042,185

(3)

イ 345,739

345,739

103,648,535,597

２

(1) 11,313,198,722

(2)  465,996,735

△ 34,342,974 431,653,761

(3) 1,193,520

(4) 918,830,000

(5) 2,633,330

12,667,509,333

116,316,044,930

５    令 和 ６ 年 度 宇 都 宮 市 水 道 事 業 貸 借 対 照 表

（令 和 ７ 年 ３ 月 ３１ 日）

資　　 産　　 の　　 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具,器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

そ の 他 流 動 資 産

ダ ム 使 用 権

水 利 権

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

投資その他の資産

そ の 他 投 資

流 動 資 産 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

資 産 合 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金
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３

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 22,129,096,708

22,129,096,708

(2)

イ 1,150,170,066

1,150,170,066

23,279,266,774

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 2,007,030,694

2,007,030,694

(2)

イ 521,266,297

ロ 2,404,841,981

2,926,108,278

(3)

イ 86,016,949

ロ 16,724,861

102,741,810

(4) 96,309,300

5,132,190,082

５

(1) 29,227,006,907

　 15,113,102,377

(2) 140,925,622

15,254,027,999

43,665,484,855

６

(1) 68,515,508,575

68,515,508,575

７

(1)

イ 119,428,178

ロ 84,938,599

204,366,777

(2)

イ 1,300,858,450

ロ 89,370,454

ハ 2,540,455,819

( 1,221,128,434 )

( 1,319,327,385 )

3,930,684,723

4,135,051,500

72,650,560,075

116,316,044,930

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

営 業 未 払 金

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

剰 余 金

資本剰余金合計

利益剰余金合計

負 債 資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

剰 余 金 合 計

（うち当年度純利益）

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 合 計

減 債 積 立 金

資 本 金

負　　 債　　 の　　 部

資　　 本　　 の　　 部

資 本 金

受贈財産評価額

その他資本剰余金

退職給付引当金

その他流動負債

負 債 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

賞 与 引 当 金

繰 延 収 益 合 計

建設改良積立金

（うち未処分利益剰余金変動額）

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

△ 14,113,904,530

固 定 負 債

企 業 債

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

建設仮勘定長期前受金

未 払 金 合 計

固 定 負 債 合 計

そ の 他 未 払 金
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産 

 ・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

   建物   ２４～５０年 

     構築物  ４０年 

     機械及び装置  ５～１５年 

  無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

   ダム使用権      ５５年 

水利権  ２０年  

 

 ３ 引当金の計上方法 

  退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末在籍職員に係る退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

  賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年

度の負担に属する額を計上している。 

  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込

額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，原則として，過去３ヶ年の貸倒実績率の平均に基づき

回収不能見込額を計上している。 

 

 ４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

  消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

 １ 重要な非資金取引 

   当年度，新たに受贈した配水管等の評価額は 94,797,088 円である。 
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Ⅲ．貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

も含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 18,600,000 円である。 

 

 ２ 引当金の取崩し 

  退職給付引当金の取崩し 

令和６年度において，退職手当として 114,308,077 円を支給することとなったため，退職給付引

当金 114,308,077 円を取り崩した。 

  賞与引当金の取崩し 

令和６年度において，期末手当及び勤勉手当として 252,293,793 円を支給することとなったた

め，賞与引当金 81,286,616 円を取り崩した。 

  法定福利費引当金の取崩し 

令和６年度において，期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 46,695,366 円を支出する

こととなったため，法定福利費引当金 16,038,493 円を取り崩した。 

  貸倒引当金の取崩し 

令和６年度において，令和元年度水道料金の不納欠損処理のため，貸倒引当金 7,617,104 円を取り

崩した。 

 

３ 繰延収益 

   償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金等については，長期前受金として繰延収益に計上

した上で減価償却見合い分を順次収益化している。 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。 

 

 ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  23,195,416 円 

   １年超         71,625,518 円 

    計       87,940,744 円 

 




